
外郭団体経営改善計画

１　市の取組プラン

№

26年度取組実績のコメント

２　団体の経営改善プラン

№

26年度取組実績のコメント

-

(隔年調査)

26年度

（上段：目標、

下段：実績）

2,840

積算：140ケース

*3,000円(特定加算

Ⅱ）*10か月－パート

賃金12か月2,200千

円）

300

6

・地域福祉活動に

ついて、ボランティ

ア団体やＮＰＯ法

人等との協働によ

る実施

・コーディネータ及

び相談員育成研修

体系に基づく研修

の実施

51

4,683

（1,561ケース

*3,000円)

6

地域福祉マッチン

グ交流会を開催し

た。

１８福祉委員会（１８町内会）が

取組みを開始し、累計で４８福祉

委員会（５１町内会）において地

域の実情に応じた見守り活動を

実施していて、地区社協担当職

員を通じて支援に努めた。

利用対象者の増加により、他の

民間事業所が相談・計画作成が

できなかった利用者について社

協で対応したことで作成件数の

増加となった。

26年度

（上段：目標、

下段：実績）

11

10

指定管理者業務開

始。

ニーズに対応した

サービスの実施

実施

51(48)

371

方向性案決定

取組実績

計画以上に進んでいる。

引き上げ計画について再度継続

協議した。

特定加算の条件である人員の

配置、研修の実施等を行った。

180

33(30)

・地域福祉マッチング交流会を

開催しボランティア団体やNPO

等の新たな連携を生み出すこと

ができた。

・研修を通じコーディネーター及

び相談員の育成、拡充に努め

た。

5

16

3

相談支援の推進

ボランティア活動者の育成と支援を進めるとともに、福祉セン

ターや社会福祉協議会が実施する事業にボランティア団体、

NPO法人等との協働や参加を促進する。

  これにより事業費の縮減と地域活動の活性化を図る。

　誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、

困ったときに身近で、気軽に相談できる場が必要となる。福祉セ

ンターを始めとした身近な相談窓口が内容に応じて専門機関へ

のパイプ役としての機能を積極的に活かし、高齢者や障害者の

相談支援としての「安城市社協ふれあいサービスセンター」が

ケースに応じた役割を担っている。

　また、障害者自立支援法及び児童福祉法に基づき、指定特定

相談支援事業所・指定障害児相談支援事業所としてサービス

等利用計画書の作成を行っている、平成２５年度からは基幹相

談支援センターを開設し、相談支援体制を充実し、機能向上を

図る。

計画相談支援件数

（サービス計画作

成数　）（累計）

60

30

現状把握

現状把握、課題整

理

3 事業実施主体の整理

地域福祉活動支援推進事業、相談・支援事業、在宅福祉サー

ビス事業など多岐にわたる事業について、自主、受託、協働な

ど事業について整理する。

- 現状把握

実施

事業実施

(デイサービス）

  関係機関調整

指標

（単位）

24年度

（現状値）

25年度

（上段：目標、

下段：実績）

(デイサービス）

  計画策定

利用者満足度（点）

12項目平均：

4点（満足）以上

取組内容（手順・方法など）

指標

（単位）

24年度

（現状値）

指定管理者選定方

法の決定及び選

定。

ニーズの把握及び

実施の検討

-

方針を決定し、選

定

25年度

（上段：目標、

下段：実績）

団体名 社会福祉法人安城市社会福祉協議会 所管課 社会福祉課

見直し方針概要

　社会福祉協議会は、社会福祉法において「地域福祉の推進を図ることを目的とする団体」と位置づけられている。今後さらに自助・共助・公助の連携による地域福祉

の一層の向上が求められており、当協議会は、町内福祉委員会の運営支援や地域見守り推進事業にも取り組んでおり、地域福祉を推進するうえで重要な役割を担っ

ている。

  本市の福祉施策の方針として掲げている「誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすことができるまちづくり」のためには、困ったときに身近で気軽に相談できる場が必

要となる。

　地域福祉の拠点として整備している各福祉センターに設置している相談窓口を始め、高齢者や障害者の基幹的相談支援センターとしての社会福祉協議会の「ふれ

あいサービスセンター」が専門機関へのパイプ役としての機能を活かし、ケースに応じた対応を担っている。

　このような役割を踏まえながら、社会福祉協議会の自立に向け職員の育成を図るとともに、事業の見直しや効率的運営を進める。

見直し方向 ■継続　　□廃止　　□縮小　　□撤退

1 協議会の自立促進

社協採用職員の育成及び役職登用と併せて、市派遣職員(再

任用・担当職員を除く）の引き揚げを行う。

派遣職員数

（人）

12

12

12

(△1人＋1人組織改正）

取組項目

2

福祉センター等の効率的な運

営や地域住民のニーズに対応

した事業の見直し

施設の効率的運営と地域住民のニーズに対応した事業の見直

しを図る。

4.41（H25：調査）

4

介護保険事業における財政支

援の見直し

処遇困難者など介護保険事業で社会福祉協議会が担うべき役割の整

理及び財政支援のあり方について

（訪問介護事業、デイサービス事業、居宅介護支援事業）

-

　4.0以上

整理及び計画策定

取組内容（手順・方法など）

特定加算の実質増

加介護報酬分（千

円）

4 地域見守り活動の推進

　今後、ますます増加する要援護者に対応するには、町内福祉

委員会をはじめとする地域での見守り活動（要援護者把握・安

否確認・日常生活支援等）が不可欠ある。このため、地区社会

福祉協議会を地域活動連携の要として地域見守り体制を整備

する。

　地域福祉センターでは、地域福祉推進の拠点や要援護者や

専門機関との情報集約拠点の機能を併せ持った管理運営体制

を目指す。

見守り活動協力福

祉委員会を設置す

る町内会数

　　　　　(累計）

1

正規職員

（再任用除く）

（人）

協議、検討を行っ

た。

6

福祉センターや地区社会福祉

協議会事業へのボランティア、

NPO等の育成と活用

ヘルパー事業所の人件費について、正規職員を減員しパート

職員へ切替え、収支の改善を行う。

居宅介護支援事業所における

介護報酬収入の増加

平成25年度から、特定事業所加算の取得を申請する。

ヘルパー事業所における正規

職員の減員

8

6

なし

4,476

(1,492ｹｰｽ*3,000

円-0ﾊﾟｰﾄ賃金）

　　　　　2,000

（特定事業所加算の

条件に対応するた

め、パートケアマネの

増員が必要なので、

収入増金額から、

パート賃金を差し引い

た金額が実質改善金

額となる。）

積算：140ケース

*3,000円(特定加算

Ⅱ）*10か月－パート

賃金12か月2,200千

円）

整理し、決定

（訪問、居宅介護

支援）

現状把握

（訪問、居宅介護

支援）

計画策定

検討

平成２７年度に検討し、方向性を

決めることとした。

対応実施済み

取組実績

・福祉センターや地

区社会福祉協議会

による地域福祉活

動事業への参加や

協働の方法につい

ての協議、実施方

法の検討

・コーディネーター

及び相談員養成研

修体系の整備

社協連携の基本方針を作成し、施設管理のあり方について今後の方向性案を決定した。今後は介護保険事業のあり方についての計画を策定する必要がある。

取組項目

2

308

任意指定３年の１年目。基本協

定、年度協定に基づき、事業を

実施した。

特にコメントなし

確認事項を基に、各事業を進め

た。

デイサービス事業のあり方につ

いて概ねの方向性を決定した。

地域見守り活動は地域ごとにその実情に応じた取り組みを行っており、計画どおり取り組む福祉委員会は着実に増えている。

指定管理者選定先

進事例調査。

団体等の現状把

握・意向確認及び

ニーズ調査方法等

の検討

(デイサービス）

　現状把握

-

・地域福祉活動を

する地域のボラン

ティア団体やNPO

法人等の調査、意

向の確認

・他市における相

談員の設置状況の

調査、分析

 4.0（H23：調査）


